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添付-1 耐震性評価の概要 

補足資料 原子炉建屋の鉛直方向のシミュレーション解析における 

    床応答スペクトルの短周期側の鋭いピークについて 

参考資料-1  福島第一原子力発電所原子炉建屋基礎版上の地震観測記録における 

最大加速度値の確認について 

参考資料-2 6 号機原子炉建屋基礎版上で取得された地震観測記録の比較 

参考資料-3  弾性応答解析による曲率が曲げスケルトン曲線上の第一折れ点を 

超える部位 

参考資料-4 地震応答シミュレーション解析に用いた入力地震動と観測記録の比較 

参考資料-5 基準地震動 Ss 及び今回地震による主要な設備の評価結果の比較 

参考別紙-1 非常用炉心冷却系（ECCS 系）ポンプの機能確認済加速度について 

参考別紙-2 サプレッションチェンバ支持脚の耐震性評価について
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１．はじめに 

本報告書は、「平成 23 年東北地方太平洋沖地震における福島第一原子力

発電所及び福島第二原子力発電所の地震観測記録の分析結果を踏まえた

対応について（指示）」（平成 23・05・16 原院第６号 平成 23 年 5 月 18

日）を受け、実施した福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋の地震応

答解析結果並びに原子炉建屋と付随した原子炉格納容器、原子炉圧力容器

等の特に重要な機器とを連成させた地震応答解析結果についてとりまと

めたものである。 
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２．影響評価の基本方針 

本検討では、東北地方太平洋沖地震の観測記録に基づいた原子炉建屋の

地震応答解析を用いて解析的検討を行い、東北地方太平洋沖地震が原子炉

建屋ならびに耐震安全上重要な機器・配管系へ与えた影響を評価する。 

原子炉建屋の影響評価では、観測記録に基づいた地震応答解析結果につ

いて、最大応答加速度分布及びせん断スケルトン曲線上の最大応答値を示

すこととする。 

耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価では、原子炉建屋の地震応答

解析および原子炉建屋と原子炉等の大型機器を連成させた地震応答解析

で得られた地震荷重等を、基準地震動 Ss を用いた地震応答解析で得られ

た地震荷重等と比較することによりおこなう。本検討の地震応答解析で得

られた地震荷重等が、基準地震動 Ss を用いた地震応答解析で得られた地

震荷重等を上回る場合は、安全上重要な機能を有する主要な設備の耐震性

評価を実施する。 
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３．原子炉建屋の影響評価 

３．１ 原子炉建屋の概要 

福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋は、地上５階、地下

１階建ての鉄筋コンクリート造を主体とした建物で、地上部上層

部（O.P.+38.90 m の燃料取替床以上）と屋根部分が鉄骨造（トラ

ス構造）となっている。原子炉建屋の概略平面図及び概略断面図

を図-3.1.1 と図-3.1.2 に示す。 

原子炉建屋は原子炉棟と付属棟より構成されており、それら両

棟は同一基礎版上に設置された一体構造である。その平面は、地

下部分が 41.56 m *1（南北方向）×41.56 m *1（東西方向）の正方

形、地上部分では１、２階で 41.56 m *1（南北方向）×41.56 m *1

（東西方向）の正方形、３、４、５階で 41.56 m *1（南北方向）×31.42 

m *1（東西方向）の長方形である。基礎版底面からの高さは 58.35 

m であり、地上高さは 44.35 m である。また、原子炉建屋は隣接

する他の建屋と構造的に分離している。 

原子炉建屋の基礎は、厚さが 2.77 m のべた基礎で、支持地盤

である新第三紀層の泥岩盤上に設置されている。 

原子炉建屋の中央部には原子炉圧力容器を収容している原子炉

格納容器があり、その周りを囲んでいる鉄筋コンクリート造の原

子炉一次遮へい壁は、上部が円筒形、中央部が円すい台形、下部

が円筒形で基礎版上に固定されている。 

 

*1：建屋寸法は壁外面押えとする。 
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図-3.1.1 原子炉建屋の概略平面図 
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(a) 南北方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 東西方向 

 

図-3.1.2 原子炉建屋の概略断面図 
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３．２ 原子炉建屋における地震観測記録 

原子炉建屋内の地震観測位置を図-3.2.1 に、また、地下１階（基

礎版上）の地震観測点（1-R2）で得られた加速度時刻歴波形を図

-3.2.2 に示す。 

なお、２階の観測記録については得られていない。 

また、1-R2 で得られた観測記録は 141 秒で記録が終了している

が、同観測点における最大加速度値は、時刻歴データが得られて

いる時間の範囲で発生したことを確認している。（参考資料-1

参照） 

さらに、近接する２つの観測点で途中で終了している観測記録

と完全な記録が取得されている6号機原子炉建屋基礎版上におい

て、両者の最大加速度値及びスペクトルが概ね同程度となってい

ることが確認されている。（参考資料-2 参照） 
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(a) 断面図 

 

 

(b) 平面図 

 

図-3.2.1 原子炉建屋内の地震観測位置 
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(b) 東西方向 
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図-3.2.2 原子炉建屋基礎版上で観測された加速度時刻歴波形 

（1-R2） 
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３．３ 地震応答解析の方針 

原子炉建屋の地震応答解析は、地震時に観測した基礎版上における

水平方向及び鉛直方向の地震観測記録を用いた弾性応答解析による。 

建屋各部位の応答は、原子炉建屋の基礎版上での観測記録（図

-3.2.2）を解析モデルの基礎版上に入力し、基礎版上からの建屋各部

位の伝達関数を用いて算定する。 

以上の水平方向の地震応答解析の概要を図-3.3.1 に示す。 

 

   

1 次元波動論 
による地震応答 

曲げ・せん断剛性考慮 

質点 

地盤ばね 

基礎版上端からの 
建屋各部の伝達関数

基礎版上端の 
観測地震波の 
時刻歴波形 

基礎版上端の観測

地震波の時刻歴波形
基礎版上端の観測

地震波のフーリエ変換フーリエ変換 

伝達関数の乗算 

フーリエ 
逆変換 

建屋各部の応答の
フーリエ変換 

建屋各部の応答

の時刻歴波形 

バックチェックモデル 

▽ 解放基盤表面 

 

 

図-3.3.1 水平方向の地震応答解析の概要 

 

なお、第１号機原子炉建屋の場合、水平方向の弾性応答解析の結果、

一部の耐震壁に生じる曲率が曲げスケルトン曲線上の第一折れ点の曲

率よりも大きくなることから、弾塑性応答解析を実施している。（参考

資料-3 参照） 

弾塑性応答解析では、基礎版上の観測記録と解析結果が概ね一致す

るように地盤ばねに入力される地盤応答を求めて解析を実施している。

（基礎版上の観測記録と解析結果の比較については参考資料-4 参照） 
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弾塑性応答解析の概要を図-3.3.2 に示す。 

なお、地震応答解析結果については、最大応答加速度分布及びせん

断スケルトン曲線上の最大応答値を示すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3.2 弾塑性応答解析の概要 

 ●：基礎上の観測記録波(参照点) 

 ●：基礎版上端の観測記録波を再現する入力動 
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３．４ 地震応答解析モデル 

(1) 水平方向の地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは、地盤との相互作用を考慮し、

曲げ及びせん断剛性を考慮した質点系モデルとする。モデル化は、

南北方向、東西方向それぞれについて行う。なお、O.P.38.90m よ

り上部は鉄骨造のため、せん断断面積を等価なコンクリート部材

のせん断断面積として評価している。地震応答解析モデル及び解

析モデルの諸元を表-3.4.1 に示す。 

地盤は、水平成層地盤モデルとし、基礎底面地盤ばねについて

は、「原子力発電所耐震設計技術指針 追補版 JEAG4601-1991」

（以下、「JEAG4601-1991」という）により、成層補正を行ったの

ち、振動アドミッタンス理論に基づいてスウェイ及びロッキング

ばねを算定し、近似法により評価する。基礎底面地盤ばねには、

基礎浮き上がりによる幾何学的非線形を考慮する。 

また、埋込部分の建屋側面地盤ばねについては、建屋側面位置

の地盤定数を用いて、水平及び回転ばねを「JEAG4601-1991」によ

り Novak の方法に基づいて算定し、近似法により評価する。 

なお、解析に用いる地盤定数は、地震時のせん断ひずみレベル

を考慮して、表-3.4.2 に示すとおり設定している。 

建屋の復元力特性は、建屋の方向別に、層を単位とした水平断

面形状より「JEAG4601-1991」に基づいて設定する。 

水平方向の地震応答解析は、上記復元力特性を用いた弾塑性応

答解析とする。 
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表-3.4.1(1) 地震応答解析モデル及び解析モデル諸元 

（南北方向） 

ヤング係数EC 2.57×10
7
（kN/m

2
）

せん断弾性係数G 1.07×10
7
（kN/m

2
）

ポアソン比ν 0.20

減衰h 5% (鉄骨部　2%)

基礎形状 41.56m(NS方向)×43.56m(EW方向)

*1:等価コンクリートせん断断面積を表す。

1.67

1.3

4.313

2.1

66.98

2,980

1 7,990 11.47

1.3 ∞

2 1,160

∞

断面2次モーメント

I(m
4
)

∞

16,012135.0

97.77

160.8 21,727

111.11

24,274

5

4

67,910

6 77,220

8 146,020 210.16

132.8

125.537 87,200

36,481155.6

294.0 52,858

質点番号

46,560

合計 646,510

質点重量
W(kN)

回転慣性重量

IG(×10
5
kN･m

2
)

せん断断面積

AS(m
2
)

275,530

9

1,914.3

147,070 211.73

10 62,400 89.83

*1

*1

*1

 

 

表-3.4.1(2) 地震応答解析モデル及び解析モデル諸元 

（東西方向） 

ヤング係数EC 2.57×10
7
（kN/m

2
）

せん断弾性係数G 1.07×10
7
（kN/m

2
）

ポアソン比ν 0.20

減衰h 5% (鉄骨部　2%)

基礎形状 41.56m(NS方向)×43.56m(EW方向)

*1:等価コンクリートせん断断面積を表す。

せん断断面積

AS(m
2
)

9 147,070

質点番号

46,560

質点重量
W(kN)

回転慣性重量

IG(×10
5
kN･m

2
)

210.16

294.0

87,200

131.6 14,559

36,427197.8

125.53

6 77,220 63.55

7

∞

9,702102.7

55.90

163.9 13,576

38.34

1 7,990 6.57

1.2 ∞

2 1,160

∞

断面2次モーメント

I(m
4
)

1.2

2.453

1.7

4

2,980

0.98

5 67,910

8 146,020

10 62,400 110.32

1,914.3 338,428

259.97

52,858

合計 646,510

*1

*1

*1
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表-3.4.2 解析に用いる地盤定数 

せん断波

速度 

単位体積

重量 

ポアソン

比 

初期せん断 

弾性係数 

剛性 

低下率 

減衰

定数

標高 

O.P. 

(m) Vs γ ν Go G/Go h 

 

地質 

(m/s) (kN/m3)  (×105kN/m2)  (％)
10.0 

 

 
砂岩 380 17.8 0.473 2.62 0.84 3 

1.9 
 

 
450 16.5 0.464 3.41 0.81 3 

-10.0 
 

 
500 17.1 0.455 4.36 0.81 3 

-80.0 
 

 
560 17.6 0.446 5.63 0.81 3 

-108.0 
 

 

泥岩 

600 17.8 0.442 6.53 0.81 3 

-196.0 

 （解放基盤） 700 18.5 0.421 9.24 1.00 - 
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(2) 鉛直方向の地震応答解析モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは、耐震壁の軸剛性及び屋根ト

ラスの曲げせん断剛性を評価した質点系モデルとする。鉛直方向

の地震応答解析モデル及び解析モデルの諸元を表-3.4.3 に示す。 

地盤は、水平成層地盤モデルとし、基礎底面地盤ばねについて

は、スウェイ及びロッキングばね定数の評価法と同様、成層補正

を行ったのち、振動アドミッタンス理論に基づいて鉛直ばねを算

定し、近似的に評価する。 

なお、解析に用いる地盤定数は、水平方向と同様に表-3.4.2 に

示すとおり設定している。 

鉛直方向の地震応答解析は弾性応答解析とする。 
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表-3.4.3 地震応答解析モデル及び解析モデル諸元 

（鉛直方向） 

①コンクリート部
ヤング係数EC 2.57×10

7
（kN/m

2
）

せん断弾性係数G 1.07×10
7
（kN/m

2
）

ポアソン比ν 0.20

減衰h 5%

②鉄骨部
ヤング係数ES 2.05×10

8
（kN/m

2
）

せん断弾性係数G 7.90×10
7
（kN/m

2
）

ポアソン比ν 0.30

減衰h 2%

トラス端部回転拘束ばねKθ 1.01×10
6
（kN･m/rad）

基礎形状 41.56m(NS方向)×43.56m(EW方向)

14 725

3.56 0.791

1,450

151.1

軸ばね剛性

KA(×10
8
kN/m）

1 2,915

0.710 0.28

2 1,160

0.720

建屋

5

3 2,980

4

67,910

0.29

205.0

0.940 0.37

質点番号

46,560

合計 646,510

質点重量
W(kN)

10

147,070

62,400

6 77,220

軸断面積

AN(m
2
)

10.33

屋根

質点番号
質点重量
W(kN)

せん断断面積

AS(×10
-2
m
2
)

断面2次モーメント

I(m
4
)

1 -

6.90 0.791

4.66 0.791

11

12

1,450

1,450

3.56 0.791

13

7 87,200

301.0

8 146,020

221.7

495.7

9

4.92

1,914.3 177.61

11.15

9.10

7.91
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３．５ 影響評価結果 

地震応答解析により求められた最大応答加速度分布及び観測

記録を図-3.5.1 に、耐震壁のせん断ひずみ一覧を表-3.5.1 に示

す。また、そのときのせん断スケルトン曲線上の最大応答値を図

-3.5.2 に示す。 

耐震壁のせん断ひずみは、最大で 0.14×10-3(南北方向、１階)

であり、全ての耐震壁で第一折れ点以下の応力・変形状態となっ

ている。 

また、「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴

う耐震安全性評価に用いている耐震壁の最大せん断ひずみの評価基

準値（2.0×10-3）に対しても十分な余裕を有している。 

以上のことから、地震時の原子炉建屋は要求される安全機能を保

持できる状態にあったと推定した。 
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図-3.5.1(1) 最大応答加速度（南北方向） 
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図-3.5.1(2) 最大応答加速度（東西方向） 
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図-3.5.1(3) 最大応答加速度（鉛直方向） 
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表-3.5.1 耐震壁のせん断ひずみ一覧 

 

階 南北方向 東西方向 

4F 0.05 0.05 

3F 0.07 0.06 

2F 0.12 0.11 

1F 0.14 0.09 

B1F 0.11 0.09 

 

(×10-3) 
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図-3.5.2(1) せん断スケルトン曲線上の最大応答値（南北方向） 
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図-3.5.2(2) せん断スケルトン曲線上の最大応答値（東西方向） 
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４．耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価 

４．１ 影響評価方針 

本検討では、東北地方太平洋沖地震の観測記録に基づいた原子炉建屋

の地震応答解析を用いて解析的検討を行い、東北地方太平洋沖地震が耐

震安全上重要な機器・配管系へ与えた影響を評価する。 

影響評価の具体的な方法としては、原子炉建屋の地震応答解析および

原子炉建屋と原子炉等の大型機器を連成させた地震応答解析（以下、「大

型機器連成地震応答解析」という）で得られた応答荷重や応答加速度等

（以下、「地震荷重等」という）を、基準地震動 Ss を用いた地震応答解

析で得られた地震荷重等と比較することによりおこなう。 

本検討の地震応答解析で得られた地震荷重等が、基準地震動 Ss を用

いた地震応答解析で得られた地震荷重等を上回る場合は、安全上重要な

機能を有する主要な設備の耐震性評価を実施する。 

 

４．２ 大型機器連成地震応答解析の方針 

原子炉等の大型機器と連成させる原子炉建屋の地震応答解析モデル

は、前章で用いた原子炉建屋地震応答解析モデルに基づくものとする。

原子炉等の大型機器の地震応答解析モデルは、既往の耐震安全性評価に

用いた地震応答解析モデルと同じものとする。ただし、地震時に定期検

査中であったプラントについては、地震時の状況に応じて地震応答解析

モデルを見直すこととする。 

大型機器の地震応答解析モデルに適用する減衰定数は、既往の耐震安

全性評価で適用した減衰定数と同じものを用いる。なお、解析は水平方

向（NS および EW）、鉛直方向（UD）について実施する。 
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４．３ 影響評価方法 

福島第一原子力発電所の各号機については、基準地震動 Ss を用いた

耐震安全性評価を中間報告書（以下、「中間報告書」という）として取

り纏めている※。その中間報告書において、基準地震動 Ss に対して、原

子炉を「止める」、「冷やす」、放射性物質を「閉じ込める」に係わる安

全上重要な機能を有する主要な設備の耐震安全性が確保されるとの評

価結果が得られている。 

上記を踏まえ、本検討では、既往の基準地震動 Ss を用いて計算され

た地震荷重等を参考に影響評価を実施する。 

第一段階として、観測記録に基づいた地震応答解析で得られた地震荷

重等と既往の耐震安全性評価で得られた地震荷重等を比較する。 

今回の地震荷重等が既往の耐震安全性評価で得られた地震荷重等を

上回る場合には、第二段階として、大型機器連成地震応答解析で得られ

る地震荷重条件のうち、耐震安全性評価で得られた地震荷重を上回る指

標毎に、安全上重要な機能を有する主要な設備の中から、当該指標に対

応した設備を選定して耐震性評価を実施する。 

本検討の影響評価フローを図-4.3.1 に示す。 

 

※ 福島第一原子力発電所「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う耐

震安全性評価結果 中間報告書（改訂 2）平成 22 年 4 月 19 日 東京電力株式会社 
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４．３．１ 既往検討との比較 

既往検討との比較を行う指標は、以下に示す表の通りとする。 

 

表-4.3.1.1 既往の検討と比較を行う地震応答に係わる指標 

注）観測記録に基づくシミュレーション解析では、鉛直方向の床応答スペクトルに解析上のピー
クが生じていると考えられる（補足資料参照）。 

設備等 地震応答荷重 計算モデル 備 考 

原子炉建屋 
震度及び床応
答スペクトル 

(G) 
前章の建屋解析注） 

結果を用いる 

原子炉建屋床に設置され
ている機器・配管の耐震設
計条件となる（例えば、原
子炉停止時冷却系ポン
プ・配管） 

せん断力 (kN) 

モーメント (kN･ｍ) 
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原
子
炉
圧
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器
及
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原
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遮
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(G) 
水平方向モデル 
鉛直方向モデル 
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配管の耐震設計条件とな
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格
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震荷重条件となる 

燃
料 

集
合
体 

相対変位 (mm) 水平方向モデル 
主に制御棒の動的機能維
持評価条件となる 

せん断力 (kN) 

モーメント (kN･ｍ) 

水平方向モデル 

原
子
炉
建
屋
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構
造
物
連
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水
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４．３．２ 耐震安全上重要な主要施設の耐震性評価 

今回の地震荷重等が既往の耐震安全性評価で得られた地震荷重

等を上回る場合、上回る指標毎に中間報告書で評価対象とされた

安全上重要な機能を有する主要な施設から当該指標に対応する設

備を選定し、耐震性評価を実施する。なお、中間報告書の主要な

施設（表-4.3.2.1）は、前項で比較した指標を網羅している。 

構造強度評価においては、下記に示す簡易評価又は詳細評価を用

いて今回の地震における計算値を算定し、評価基準値との比較を

おこなう。地震荷重以外の条件（圧力，温度等）は，基本的に耐

震安全性評価と同じものを用いるが，地震時の状態を考慮して見

直す場合もある。 

動的機能維持評価（制御棒挿入性）については、地震時の燃料集

合体の相対変位が試験により挿入性が確認されている相対変位以

下であることを確認する。 

 

Ａ．簡易評価 

 今回の地震荷重等（加速度、せん断力、モーメント、軸力）と

設計時における地震荷重等との比を求め、設計時の計算値（応力）

に乗じることにより、今回の地震による計算値を算定する手法。 

 

Ｂ．詳細評価 

 設計時の強度計算書と同等の評価手法。配管系については、ス

ペクトルモーダル解析法を基本とするが、必要に応じて時刻歴応

答解析をおこなう。 
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表-4.3.2.1 評価対象設備 

区分 評価対象設備 評価部位 備考 

炉心支持構造物 シュラウドサポート 
炉心の下部に位置しており、地震荷重が大きいシ

ュラウドサポートを評価部位として選定 
止める 

制御棒 挿入性 
地震時の燃料集合体の相対変位により、制御棒の

挿入性を評価 

原子炉停止時冷却系 

ポンプ 
ボルト 

地震の影響を受けやすいポンプのボルトを評価部

位として選定 
冷やす 

原子炉停止時冷却系 

配管 
配管 非常用炉心冷却機能を持つ配管の本体を評価 

原子炉圧力容器 基礎ボルト 
圧力容器は厚肉構造で、地震荷重の有無が構造に

与える影響は小さいことから、定着部である基礎

ボルトを評価部位として選定 

主蒸気系配管 配管 原子炉冷却材圧力バウンダリ配管の本体を評価 

閉じ 

込める 

原子炉格納容器 ドライウェル 
バウンダリ機能維持の観点から、本体の胴板を評

価部位として選定 

 

４．４ 影響評価結果 

４．４．１ 評価用震度 

前章に示す原子炉建屋の地震応答解析結果に基づく評価用震度（床

最大加速度の 1.2 倍）と、基準地震動 Ss による原子炉建屋の評価用震

度の比較を図-4.4.1.1 に示す。 

原子炉停止時冷却系ポンプの設置階である O.P.10.20（m）において、

今回の地震による水平方向の評価用震度が、基準地震動 Ss による評価

用震度を上回ることから、原子炉停止時冷却系ポンプの耐震性評価を

実施した（4.4.4 参照）。 
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 水平方向 (NS/EW 包絡） 鉛直方向 

O.P. 

（m） 
本震 

基準地震動 

Ss 
本震 

基準地震動 

Ss 

54.35 3.52 2.60 1.14 0.95 

49.20 2.62 2.03 0.94 0.82 

44.05 1.67 1.46 0.71 0.69 

38.90 1.29 0.96 0.54 0.58 

31.00 0.98 0.84 0.49 0.56 

25.90 0.93 0.78 0.45 0.53 

18.70 0.94 0.72 0.39 0.52 

10.20 0.84 0.66 0.35 0.52 

-1.23 0.57 0.60 0.32 0.51 

図-4.4.1.1 原子炉建屋の評価用震度 
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４．４．２ 大型機器連成地震応答解析結果 

４．４．２．１ 解析モデル 

地震時に定格運転中であった１号機の大型機器連成地震応答解

析モデルは、前章で検討した原子炉建屋モデルに、既往の耐震安

全性評価で用いた原子炉等の大型機器の解析モデルを連成させる。

大型機器の解析モデルを図-4.4.2.1.1 および図-4.4.2.1.2 に示す。 
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気水分離器及び 

炉心シュラウド 

（水平方向） （鉛直方向） 

図-4.4.2.1.1 原子炉建屋－原子炉格納容器－原子炉圧力容器連成系モデル（福島第一１号機） 

（水平方向） （鉛直方向） 

図-4.4.2.1.2 原子炉建屋－炉内構造物連成系モデル（福島第一１号機） 

気水分離器及び 

炉心シュラウド 

気水分離器及び 

炉心シュラウド 

注）原子炉建屋－原子炉格納容器－原子炉圧

力容器連成系モデルと同じ 
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４．４．２．２ 解析結果 

今回の地震による地震応答解析結果に基づく地震荷重と、基

準地震動 Ss による地震応答解析結果に基づく地震荷重の比較

を図-4.4.2.2.1～図-4.4.2.2.6 に示す。 

炉心支持構造物、原子炉圧力容器、原子炉格納容器の評価に用い

るせん断力およびモーメントにおいて、今回の地震による地震荷重

が基準地震動 Ss による地震荷重を上回ることから、これらの設備

の耐震性評価を実施した（4.4.4 参照）。 

なお、今回の地震による燃料集合体の相対変位が、基準地震動

Ss による相対変位を上回るものの、地震時には全制御棒が全挿入

されたことを中央制御室の記録により確認している※。 

 

※ 「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所運転記録及び事故記録の分

析と影響評価について」 平成 23 年 5 月 23 日 東京電力株式会社 
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図-4.4.2.2.1 最大応答せん断力 

（NS,EW 方向）

（原子炉格納容器，原子炉圧力容器 

及び原子炉本体基礎） 

原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 

原子炉格納容器 原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 

5080 

（原子炉格納容器基部）

4270

（原子炉格納容器基部）

6110 

（原子炉圧力容器基部）

    4730

（原子炉圧力容器基部）

注）図中の数値は、基準地震動 Ss 及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動 Ss，赤：本震） 
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図-4.4.2.2.2 最大応答モーメント 

（NS,EW 方向）

（原子炉格納容器，原子炉圧力容器 

及び原子炉本体基礎） 

原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 

原子炉格納容器 原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 

64200 

（原子炉格納容器基部）

55900  

（原子炉格納容器基部） 

62200 

（原子炉圧力容器基部）

   45900 

（原子炉圧力容器基部）

注）図中の数値は、基準地震動 Ss 及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動 Ss，赤：本震） 
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図-4.4.2.2.3 最大応答軸力 

（UD 方向）

（原子炉格納容器，原子炉圧力容器 

及び原子炉本体基礎） 

原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 

1560 

（原子炉格納容器基部）

2070 

（原子炉格納容器基部） 

3890

（原子炉圧力

容器基部）

5250 

（原子炉圧力 

容器基部）

注）図中の数値は、基準地震動 Ss 及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動 Ss，赤：本震） 
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図-4.4.2.2.4 最大応答せん断力, 最

大応答モーメント（NS,EW 方向） 

（気水分離器及び炉心シュラウド） 

気水分離器及び炉心シュラウド 

気水分離器及び炉心シュラウド 気水分離器及び炉心シュラウド 

3370 

（炉心シュラウド基部） 

3060   

（炉心シュラウド基部） 

注）図中の数値は、基準地震動 Ss 及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動 Ss，赤：本震） 
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図-4.4.2.2.5 最大応答軸力 

（UD 方向）

（気水分離器及び炉心シュラウド） 

792

（炉心シュラ

ウド基部）

1020 

（炉心シュラ

ウド基部） 

注）図中の数値は、基準地震動 Ss 及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動 Ss，赤：本震） 
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図-4.4.2.2.6 燃料集合体相対変位 

（NS 方向及び EW 方向） 

燃料集合体（EW 方向） 

26.4 21.2 

注）図中の数値は、基準地震動 Ss 及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動 Ss，赤：本震） 
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４．４．３ 床応答スペクトル 

前章に示す原子炉建屋の地震応答解析結果に基づく床応答スペ

クトル、および、大型機器連成地震応答解析結果に基づく床応答ス

ペクトルを、基準地震動 Ss による床応答スペクトルと比較した結

果を図-4.4.3.1～図-4.4.3.12 に示す。 

比較した結果、今回の地震が基準地震動 Ss を概ね下回るものの、

一部周期帯（概ね 0.2～0.3 秒）において今回地震が上回る部分が

存在する。主蒸気系配管および原子炉停止時冷却系配管の固有周期

帯は約 0.27 秒以下の範囲であり、一部上回る周期帯を含むことか

ら、主蒸気系配管および原子炉停止時冷却系配管の耐震性評価を実

施した。（4.4.4 参照）。 
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図-4.4.3.1 原子炉建屋 O.P. 38.90m 床応答スペクトル（水平方向） 

注）原子炉建屋 O.P.38.90m には主蒸気系配管および原子炉停止時冷却系配管は設置されていないことから、網掛けは記載していない。 
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図-4.4.3.2 原子炉建屋 O.P. 18.70m 床応答スペクトル（水平方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.3 原子炉建屋 O.P. -1.23m 床応答スペクトル（水平方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.4 原子炉建屋 O.P. 38.90m 床応答スペクトル（鉛直方向） 

注）原子炉建屋 O.P.38.90m には主蒸気系配管および原子炉停止時冷却系配管は設置されていないことから、網掛けは記載していない。 
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図-4.4.3.5 原子炉建屋 O.P. 18.70m 床応答スペクトル（鉛直方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.6 原子炉建屋 O.P. -1.23m 床応答スペクトル（鉛直方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.7 原子炉遮へい壁 O.P. 26.13m 床応答スペクトル（水平方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.8 原子炉遮へい壁 O.P. 21.03m 床応答スペクトル（水平方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.9 原子炉遮へい壁 O.P. 16.14m 床応答スペクトル（水平方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.10 原子炉遮へい壁 O.P. 26.13m 床応答スペクトル（鉛直方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.11 原子炉遮へい壁 O.P. 21.03m 床応答スペクトル（鉛直方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 
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図-4.4.3.12 原子炉遮へい壁 O.P. 16.14m 床応答スペクトル（鉛直方向） 

注）網掛けは、主蒸気系配管及び原子炉停止時冷却系配管の固有周期が存在する範囲を示す。 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰0.5％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰1.0％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰1.5％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰2.0％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　

度

0.05 0.5

シミュレーション解析（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰2.5％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　

度

0.05 0.5

シミュレーション解析（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰3.0％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20



 

4-30 
 

４．４．４ 主要設備の耐震性評価結果 

主要設備に対する耐震性評価結果を表-4.4.4.1 に示す。なお、

各設備の評価の概要を添付-1 に示す。 

今回の地震に対して、安全上重要な機能を有する主要な設備の計算

値は、全て評価基準値以下であることを確認した。 

 

表-4.4.4.1 耐震性評価結果（福島第一１号機） 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 
計算値 

（MPa） 

評価 

基準値※1 

（MPa） 

評価 

手法※2 

止める 炉心支持構造物 
シュラウド 

サポート 

軸圧縮 

応力 
103 196 Ｂ 

原子炉停止時 

冷却系ポンプ 
基礎ボルト 

せん断 

応力 
8 127 Ｂ 

冷やす 
原子炉停止時 

冷却系配管 
配管 一次応力 228 414 Ｂ 

原子炉圧力容器 基礎ボルト 引張応力 93 222 Ｂ 

主蒸気系配管 配管 一次応力 269 374 Ｂ 
閉じ 

込める 

原子炉格納容器 
ドライ 

ウェル 

膜＋曲げ 

応力 
98 411※3 Ｂ 

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2005」に示される供用状態 D に対する許容値（「原

子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS 相当） 

※2: Ａ：簡易評価，Ｂ：詳細評価 

※3: 地震時は通常運転中であったため，通常運転時の温度に対する評価基準値 

 

 

区分 評価対象設備 単位 計算値 評価基準値 

止める 制御棒（挿入性） 
燃料集合体相対変位 

（mm） 
26.4 40.0 

 

 

炉心支持構造物は、炉心から崩壊熱を除去する機能およびスク

ラム機能の補助設備として耐震安全上重要な設備である。関連図

書※によれば、地震による原子炉スクラム直後、平均出力領域モ

ニタの指示値は急減しており、スクラム機能が正常に動作してい

たことが確認されている。また、原子炉水位は通常水位レベルで

推移し、原子炉圧力も安定的に制御されていたことが確認されて
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いる。従って、炉心支持構造物に地震による機能の異常はなかっ

たものと推測され、本検討における評価結果と整合する。 

関連図書によれば、原子炉スクラム以降、計器電源喪失に至る

までの格納容器内において配管破断等に起因する急激な温度変

化は認められていない。このことから、地震により原子炉圧力容

器や主蒸気配管をはじめとする原子炉冷却材圧力バウンダリの

機能が失われていなかったものと推測でき、本検討における解析

結果と整合する。 

関連図書によれば、地震翌日の３月１２日、事故解析コードを

用いた解析で原子炉圧力容器の破損を推定した後の期間で、ドラ

イウェル圧力は 0.6～0.8MPa［abs］を計測し、その後のベント

操作により急激に減少している。このことから、原子炉格納容器

は、原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に圧力障壁となる

機能が失われていなかったものと推測でき、本検討の解析結果と

整合する。 

関連図書によれば、地震時に制御棒が全て挿入されていること

が確認されており、本検討における評価結果と整合する。 

関連図書によれば、原子炉停止時冷却系ポンプを使ったプール

冷却については、使用済燃料プールの水位は地震前には満水、プ

ール水温は２５℃程度であったため、津波の到達前に実施するに

は至らなかった。そのため、運転実績による地震直後の原子炉停

止時冷却系の機能維持は確認出来ないものの、本検討結果により、

地震後においても原子炉停止時冷却系ポンプ及び原子炉停止時

冷却系配管の機能は維持されていたものと推測される。 

   以上より、安全上重要な機能を有する主要な設備は、地震時及び地

震直後において、要求される安全機能を保持できる状態にあったと推
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定する。 

 
※ 「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所運転記録及び事故記録の分

析と影響評価について」 平成 23 年 5 月 23 日 東京電力株式会社 
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５．まとめ 

東北地方太平洋沖地震時に定格運転中であった福島第一原子力発電所

１号機に対して、東北地方太平洋沖地震が原子炉建屋ならびに耐震安全上

重要な機器・配管系へ与えた影響を評価した。 

原子炉建屋については、地震応答解析結果による最大応答加速度分布及

びせん断スケルトン曲線上の最大応答値を示した。また、耐震安全性評価

に用いている耐震壁の最大せん断ひずみの評価基準値（2.0×10-3）に対し

ても十分な余裕を有していることを確認した。 

耐震安全上重要な機器・配管系については、今回地震の記録に基づく大

型機器連成解析から得られた地震荷重等を、基準地震動Ｓｓによる耐震安

全性評価で得られた地震荷重等と比較し、今回地震が上回るものについて

は、当該指標に該当する耐震安全上重要な施設の耐震性評価を実施した。

その結果、今回の地震に対して、原子炉を「止める」、「冷やす」、放射性

物質を「閉じ込める」に係わる安全上重要な機能を有する主要な設備の計

算値は、全て評価基準値以下であることを確認した。また、それらの評価

結果は、関連図書における地震後のプラント挙動の分析結果と整合してお

り、以上のことから、安全上重要な機能を有する主要な設備は、地震時及

び地震直後において、要求される安全機能を保持できる状態にあったと推

定する。なお、地震荷重等の指標については、設計条件を参照するなど継

続して分析を進めていく。



 

 
 

添
付

-
1
-
1
 

添
付

-
1
 

14.000

16.000

18.000

20.000

22.000

24.000

26.000

28.000

30.000

0 1000 2000 3000 4000 5000
せん断力(kN)

標
高
　
O
.
P
.
(
m
)

Ss-1（EW方向）

Ss-2（EW方向）

Ss-3（EW方向）

本震（EW方向）

14.000

16.000

18.000

20.000

22.000

24.000

26.000

28.000

30.000

0 5000 10000 15000 20000 25000
モーメント(kN･m)

標
高

　
O
.
P
.
(
m
)

Ss-1（EW方向）

Ss-2（EW方向）

Ss-3（EW方向）

本震（EW方向）

14.000

16.000

18.000

20.000

22.000

24.000

26.000

28.000

30.000

0 500 1000 1500
軸力(kN)

標
高
　
O
.
P
.
(
m
)

Ss-1（UD方向）

Ss-2（UD方向）

Ss-3（UD方向）

本震（UD方向）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

添図-1.1 炉心支持構造物の耐震性評価の概要 

基準地震動 Ss 今回地震 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 計算値 

（MPa）

評価基準値

（MPa） 

計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

止める
炉心支持 

構造物 

シュラウド 

サポート 

軸圧縮 

応力 
101 196 103 196 

シュラウドサポートに作用する地震荷重 

炉内構造物模式図 

大型機器連成 

地震応答解析 

シュラウドサポート

に作用する地震荷重 

計算コードに 

よる解析 

解析モデル 

地震による応力 

シュラウド 
サポート 地震以外の荷重

による応力 

シュラウドサポートの応力 

評価のフロー 

評価部位の

該当位置 

評価部位の

該当位置 

評価部位の 

該当位置 

せん断力 モーメント 軸力 
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添図-1.2 原子炉停止時冷却系ポンプの耐震性評価の概要 

 
水平方向 (NS/EW 包絡） 鉛直方向 

O.P. 

（m）
本震 

基準地震動

Ss 
本震 

基準地震動

Ss 

54.35 3.52 2.60 1.14 0.95 

49.20 2.62 2.03 0.94 0.82 

44.05 1.67 1.46 0.71 0.69 

38.90 1.29 0.96 0.54 0.58 

31.00 0.98 0.84 0.49 0.56 

25.90 0.93 0.78 0.45 0.53 

18.70 0.94 0.72 0.39 0.52 

10.20 0.84 0.66 0.35 0.52 

-1.23 0.57 0.60 0.32 0.51 

基準地震動 Ss 今回地震 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 計算値 

（MPa）

評価基準値 

（MPa） 

計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

冷やす 
原子炉停止時

冷却系ポンプ 
基礎ボルト

せん断 

応力 
6 127 8 127 

基礎ボルト 設置床レベル 

原子炉建屋 

地震応答解析 

評価用震度の算定 

基礎ボルトに作用する 

荷重を評価 

評価のフロー 

基礎ボルトの 

応力を評価 

原子炉停止時冷却系ポンプ模式図 

評価用震度 
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添図-1.3 原子炉停止時冷却系配管の耐震性評価の概要 

基準地震動 Ss 今回地震 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 計算値 

（MPa） 

評価基準値 

（MPa） 

計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

冷やす 
原子炉停止時

冷却系配管 
配管 一次応力 229※ 414 228※ 414 

最大応力評価点 

原子炉停止時冷却系配管モデル 
注）解析モデル上、一部原子炉冷却材再循環系を含む 

床応答スペクトル

大型機器連成 

地震応答解析 

床応答スペクトル 

の算定 

スペクトルモーダル 

解析により応力を評価 

評価のフロー 

※：水平方向の床応答スペクトルは、一部周期帯で今回地震が基準地震動 Ss を上回るものの、鉛直方向の床応答スペクトル

では今回地震が概ね基準地震動 Ss の床応答スペクトルを下回っていることから、今回地震の計算値が基準地震動 Ss の計

算値を下回ったと考えられる。 

※アンカー及びサポート（図中の青印）に入力するイメージ 
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添図-1.4 原子炉圧力容器の耐震性評価の概要 

基準地震動 Ss 今回地震 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

閉じ込める 原子炉圧力容器 基礎ボルト 引張応力 68 222 93 222 
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添図-1.5 主蒸気系配管の耐震性評価の概要 

基準地震動 Ss 今回地震 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

閉じ込める 主蒸気系配管 配管 一次応力 287※ 374 269※ 374 

最大応力評価点 

主蒸気系配管モデル 

床応答スペクトル

大型機器連成 

地震応答解析 

床応答スペクトル 

の算定 

スペクトルモーダル 

解析により応力を評価

評価のフロー 

※：水平方向の床応答スペクトルは、一部周期帯で今回地震が基準地震動 Ss を上回るものの、鉛直方向の床応答スペクトルでは

今回地震が概ね基準地震動 Ss の床応答スペクトルを下回っていることから、今回地震の計算値が基準地震動 Ss の計算値を

下回ったと考えられる。 

※アンカー及びサポート（図中の青印）に入力するイメージ 
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添図-1.6 原子炉格納容器の耐震性評価の概要 

基準地震動 Ss 今回地震 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 計算値 

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

計算値

（MPa） 

評価基準値

（MPa） 

閉じ込める 原子炉格納容器 ドライウェル
膜＋曲げ 

応力 
113※1 382※2 98※1 411※2 
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軸力 
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地震応答解析 

原子炉格納容器に 

作用する地震荷重 

計算コードにより

応力を評価 

評価のフロー 

原子炉格納容器 

（ドライウェル）模式図 

評価部位 

※1：今回地震の評価では通常運転時の荷重で評価しているが、耐震安全性評価では保守的な燃料交換時の荷重を考慮している。その

ため、地震荷重は今回地震が上回ったものの計算値は今回地震が下回った。 

※2：基準地震動 Ss では設計温度、今回地震では運転時温度に基づき評価基準値を算定した。 

評価部位の 

該当位置 
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燃料集合体相対変位の計算値（mm） 
区分 評価対象設備 

基準地震動 Ss 今回地震 

評価基準値 

（mm） 

止める 制御棒（挿入性） 21.2 26.4 40.0 

 

添図-1.7 制御棒（挿入性）の耐震性評価の概要 

燃料集合体の相対変位（EW 方向） 
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燃料集合体模式図 
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地震応答解析 

燃料集合体の 

相対変位の算定 

評価のフロー 

評価基準値（相対

変位）以下か 

Yes 

評価終了 
詳細評価 

の実施 

No 



 

補-1 

（補足資料） 

原子炉建屋の鉛直方向のシミュレーション解析における 

床応答スペクトルの短周期側の鋭いピークについて 

 

 新潟県中越沖地震を受けて実施した柏崎刈羽原子力発電所のシミュレ

ーション解析では、原子炉建屋中間階における鉛直方向の床応答スペクト

ルの短周期側において、観測記録には無い鋭いピークが生じている。この

ピークは観測記録に基づくシミュレーション解析上生じるものであるこ

とを、第 17 回構造 WG＊（平成 20 年 7月 24 日）において説明している。 

 福島第一原子力発電所１号機では東北地方太平洋沖地震に対する中間

階の観測記録は取得できていないものの、今回の地震のシミュレーション

解析において生じているピークは、同様の現象によるものと考えられる。 

 参考として、当時の説明資料の抜粋を次頁に示す。 

 
＊：総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

構造ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ  



 

補-2 

（構造 WG＊資料「構造 W17-2-3」より抜粋） 
＊：総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会構造ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



 

参-1-1 

（参考資料-1） 

福島第一原子力発電所原子炉建屋基礎版上の地震観測記録における 

最大加速度値の確認について 

 

福島第一原子力発電所１～６号機原子炉建屋基礎版上の観測記録は、本

震時において記録開始から 130～150 秒程度で記録が中断しているが、以

下の調査・検討の結果から、その最大加速度値は各号機とも時刻歴データ

が得られている時間の範囲で発生したものと考えている。 

 

・ 基礎版上に設置した地震観測装置は、時刻歴データとは別に、最大加

速度値の情報を伝送して記録する仕様となっている。本震時において

は、不具合により中断以降の時刻歴データは得られなかったものの、

中断以降の最大加速度値の記録が今回新たに得られたため、この値を

整理した。 

・ 本震時においては、中断までの時間の範囲での最大加速度値（記録①）

と、中断以降の時間の範囲での最大加速度値（記録②）が得られてい

る。得られたそれぞれの最大加速度値を参表-1.1 に示す。 

・ 記録①と記録②が得られた時間の範囲を参図-1.1 に示す。なお、記

録②が得られた時間の範囲は、中断した時刻の 30 秒前からとなって

おり、この 30 秒間は両者の時間の範囲が重複する。 

・ 参図-1.1 に示す通り、最大加速度値が発生する時刻により記録①と

記録②の大小関係を【分類Ａ～Ｃ】の３つに整理することが可能であ

り、ＡまたはＢに分類された観測点における最大加速度値は、時刻歴

データが得られている時間の範囲で発生している。 

・ 各観測点について分類した結果を参表-1.2 に示す。参表-1.2 より、

全ての観測点においてＡまたはＢに分類されることが確認でき、参図

-1.2 および参図-1.3 に示す通り、最大加速度値は時刻歴データが得

られている時間の範囲で発生している。 
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参表-1.1 本震時に原子炉建屋基礎版上で得られた最大加速度値 
（単位:Gal） 

中断までの最大加速度値 

(記録①) 

中断以降の最大加速度値 

(記録②) 号機 観測点名

南北方向 東西方向 鉛直方向 南北方向 東西方向 鉛直方向

1 号機 1-R2 460.3 447.5 258.3 460.3 447.5 258.3 

2 号機 2-R2 348.3 549.8 302.0 348.3 549.8 302.0 

3 号機 3-R2 321.9 507.0 231.0 321.9 507.0 224.3 

4 号機 4-R2 280.7 319.0 199.6 280.7 319.0 199.6 

5 号機 5-R2 311.1 547.4 255.7 311.1 547.4 255.7 

6 号機 6-R2 298.1 443.8 170.7 298.1 443.8 170.7 

注) 本表に示す最大加速度値は基線補正前の速報値であり、「福島第一原子力発電所におけ

る平成 23 年東北地方太平洋沖地震時に取得された地震観測記録の分析に係わる報告

（平成 23 年５月 16 日提出）」に記載の値とは、補正分および四捨五入分の違いがある。 

 

 

 

 

 

参表-1.2 記録①と記録②の比較による分類 
 

最大加速度値が発生する時刻による分類 
号機 観測点名 

南北方向 東西方向 鉛直方向 

1 号機 1-R2 Ｂ Ｂ Ｂ 

2 号機 2-R2 Ｂ Ｂ Ｂ 

3 号機 3-R2 Ｂ Ｂ Ａ 

4 号機 4-R2 Ｂ Ｂ Ｂ 

5 号機 5-R2 Ｂ Ｂ Ｂ 

6 号機 6-R2 Ｂ Ｂ Ｂ 

＜凡例＞ 

Ａ：記録①＞記録② 最大加速度値は時刻歴データが得られている時間の範囲で発生。 

 Ｂ：記録①＝記録② 最大加速度値は時刻歴データが得られている時間の範囲で発生。 

 Ｃ：記録①＜記録② 最大加速度値は時刻歴データが得られていない時間の範囲で発生。 
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参図-1.1 記録①と記録②が得られた時間の範囲と 

     最大加速度値が発生する時刻による分類 

▼最大値 

▼最大値 

中断した時刻

時間(秒)
0 50 100 150 200 250

-1000

-500

0

500

1000

加
速

度
(G

al
)

443.8

中断までの時間の範囲 

(時刻歴データが得られている時間の範囲) 

中断以降の時間の範囲 

(中断した時刻の 30 秒前からの範囲) 

重複する時間の範囲(30 秒)

▼最大値 

【分類Ａ】最大値加速度値が、重複する時間よりも前で発生する場合 

  記録①＞記録②となり、記録①が最大加速度値である。 

  時刻歴データが得られている時間の範囲に最大加速度値が含まれる。 

【分類Ｂ】最大加速度値が、重複する時間において発生する場合 

  記録①＝記録②となり、その値が最大加速度値である。 

  全く同じ最大加速度値が異なる時刻で発生するのは極めて希である 

ことから、時刻歴データが得られている時間の範囲に最大加速度値が 

含まれる。 

【分類Ｃ】最大加速度値が、重複する時間よりも後で発生する場合 

  記録①＜記録②となり、記録②が最大加速度値である。 

  時刻歴データが得られている時間の範囲に最大加速度値が含まれない。 

中断した観測記録の例 

(6-R2観測点東西方向) 
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参図-1.2 分類Ａの記録（3-R2 観測点鉛直方向） 
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参図-1.3 分類Ｂの記録（6-R2 観測点東西方向の例） 

 

（128.09 秒） 

中断した時刻

(138.22 秒) 

重複する時間の範囲(30 秒) 

最大値 

最大値 

231.0 

中断した時刻

(148.78 秒) 

重複する時間の範囲(30 秒) 

（118.42 秒） 
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（参考資料-2） 

6 号機原子炉建屋基礎版上で取得された地震観測記録の比較 

 

東北地方太平洋沖地震時に取得された観測記録の一部では、地震計のデータを記

録する装置のシステムにおける不具合により、記録開始から 130～150 秒程度で記録

が中断している。 

途中で終了している観測記録のうち、６号機原子炉建屋基礎版上の 6-R2 観測点に

ついては、近接する P3 観測点において完全な記録を取得していることから、これら

の記録の比較を行うこととした。６号機原子炉建屋基礎版上の地震計配置を参図

-2.1 に示す。 

6-R2 観測点及び P3 観測点における加速度時刻歴波形を比較して参図-2.2 に、応

答スペクトルを比較して参図-2.3 に示す。 

参図-2.2 及び参図-2.3 によると、最大加速度値及び応答スペクトルはいずれも概

ね同程度となっていることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

参図-2.1 地震計の配置（6号機原子炉建屋） 

 

 

地下２階（基礎版上）
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注）それぞれ上が 6-R2 観測点、下が P3 観測点の記録。 

 

参図-2.2 近接する観測点における加速度時刻歴波形の比較 

（６号機原子炉建屋基礎版上） 
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参図-2.3 近接する観測点における加速度応答スペクトルの比較

(h=0.05) 

（６号機原子炉建屋基礎版上） 

6-R2 観測点 
  P3 観測点 

(cm/s2) 

(cm/s2) 

(cm/s2) 
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（参考資料-3） 

弾性応答解析による曲率が曲げスケルトン曲線上の第一折れ点を超える部位 

 

福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋のシミュレーション解析では、弾

性応答解析の結果、一部の耐震壁に生じる曲率が、曲げスケルトン曲線上の

第一折れ点の曲率よりも大きくなることから、弾塑性応答解析を実施してい

る。 

弾性応答解析の結果生じる曲率が曲げスケルトン曲線上の第一折れ点を

超える地下 1 階、南北方向を例として、最大応答値を参図-3.1 に示す。 
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参図-3.1 最大応答値（地下 1 階,南北方向） 
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（参考資料-4） 

地震応答シミュレーション解析に用いた入力地震動と観測記録の比較 

 

福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋の水平（南北、東西）方向の

地震応答シミュレーション解析では、等価な地盤応答を作成して、弾塑性

応答解析（時刻歴解析）を実施している。 

ここでは、基礎版上の観測記録と解析結果とを比較する。 

 

以下、基礎版上の解析結果と地震観測記録（1-R2）の加速度時刻歴波形

を重ねた図（南北方向、東西方向）を参図-4.1 に、同様にそれらの加速

度応答スペクトル図（南北方向、東西方向）を参図-4.2 にそれぞれ示す。 
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注）○印は最大値を示す。 記録開始から 141 秒で記録が終了。 
(a) 南北方向 
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注）○印は最大値を示す。 記録開始から 141 秒で記録が終了。 
(b) 東西方向 

 

参図-4.1 １号機原子炉建屋基礎版上の加速度時刻歴波形の比較 

観測記録（1-R2）とシミュレーション解析結果に基づく応答波 
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(a) 南北方向 
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参図-4.2 １号機原子炉建屋基礎版上の加速度応答スペクトルの比較 

観測記録（1-R2）とシミュレーション解析結果に基づく応答波

(h = 5%)

(h = 5%)
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（参考資料-5） 

基準地震動 Ss 及び今回地震による主要な設備の評価結果の比較 

 

参表-5.1 構造強度評価結果の比較 

基準地震動 Ss 今回地震 

評価対象設備 評価部位 応力 

分類 

計算値 

（MPa）

評価 

基準値 

（MPa）

評価

手法

応力

分類

計算値 

（MPa） 

評価 

基準値 

（MPa） 

評価

手法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 引張 68 222 詳細 引張 93 222 詳細

原子炉格納容器 
ドライ 

ウェル 

膜＋

曲げ 
113※1 382 詳細

膜＋

曲げ
98※1 411※2 詳細

炉心支持構造物 
シュラウド

サポート 

軸 

圧縮 
101 196 詳細

軸 

圧縮
103 196 詳細

原子炉停止時 

冷却系ポンプ 
基礎ボルト 

せん

断 
6 127 詳細

せん

断 
8 127 詳細

原子炉停止時 

冷却系配管 
配管本体 一次 229※3 414 詳細 一次 228※3 414 詳細

主蒸気系配管 配管本体 一次 287※3 374 詳細 一次 269※3 374 詳細

参表-5.2 動的機能維持評価結果の比較 

燃料集合体相対変位の計算値（mm） 

評価対象設備 

基準地震動 Ss 今回地震 

評価基準値（mm） 

制御棒（挿入性） 21.2 26.4 40.0 

 
※1  今回地震の評価では通常運転時の荷重で評価しているが、耐震安全性評価では保守的な燃料交換時の荷重を考慮

している。そのため、地震荷重は今回地震が上回ったものの計算値は今回地震が下回った。 

※2  基準地震動 Ss では設計温度、今回地震では運転時温度に基づき評価基準値を算定した。 

※3  水平方向の床応答スペクトルは、一部周期帯で今回地震が基準地震動 Ss を上回るものの、鉛直方向の床応答スペ

クトルでは今回地震が概ね基準地震動 Ss の床応答スペクトルを下回っていることから、今回地震の計算値が基準

地震動 Ss の計算値を下回ったと考えられる。 
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（参考別紙-1） 

非常用炉心冷却系（ECCS 系）ポンプの機能確認済加速度について 

 

福島第一１号機における非常用炉心冷却系ポンプの機種と、「原子力発

電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」等に示される動的機器の

機能確認済加速度を参別表-1.1 に示す。また、観測記録のシミュレーシ

ョン解析に基づく原子炉建屋の最大応答加速度を参別図-1.1 に示す。 

 

参別表-1.1 非常用炉心冷却系ポンプの機種と機能確認済加速度（福島第一１号機） 

機能確認済加速度 

設備名 設置場所 種別 機種 水平方向 

（G※1） 

鉛直方向 

（G※1） 

原子炉停止時 

冷却系ポンプ 

原子炉建屋 

１階 

（O.P.10.20m） 

格納容器冷却 

スプレイポンプ 

炉心スプレイ 

ポンプ 

原子炉建屋 

地下階 

（O.P.-1.23m） 

立形 

ポンプ 

立形単段

床置形 

ポンプ 

10.0 1.0※2 

高圧注水 

ポンプ 

原子炉建屋 

地下階 

（O.P.-1.23m） 

横形 

ポンプ 

横形多段

遠心式 

ポンプ 

3.2 

（軸直角方向） 

1.4 

（軸方向） 

1.0※2 

※1： G=9.80665（m/s2） 

※2： 内部部品の浮き上がりを考慮する必要のない鉛直方向加速度 1.0G とする。



 

 
 

 水平方向 (NS/EW 包絡） 鉛直方向 

O.P. 

（m） 
本震 

基準地震動 

Ss 
本震 

基準地震動 

Ss 

54.35 2.93 2.17 0.95 0.79 

49.20 2.19 1.69 0.79 0.69 

44.05 1.39 1.22 0.59 0.57 

38.90 1.08 0.80 0.45 0.49 

31.00 0.81 0.70 0.41 0.47 

25.90 0.78 0.65 0.38 0.44 

18.70 0.79 0.60 0.33 0.43 

10.20 0.70 0.55 0.29 0.43 

-1.23 0.47 0.50 0.27 0.42 

参
別

-
1
-
2
 

参別図-1.1 原子炉建屋の最大応答加速度 
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（参考別紙-2） 

サプレッションチェンバ支持脚の耐震性評価について 

 

１号機のサプレッションチェンバの支持脚について、今回のシミュレー

ション解析により算出された地震荷重等を用いて耐震性評価を実施した。 

その結果、今回の地震に対して、サプレッションチェンバ支持脚の計算

値は評価基準値を下回ることを確認した。 

 

参別表-2.1 サプレッションチェンバ支持脚の耐震性評価結果 

評価部位 応力分類 計算値 評価基準値 備考 

0.64 1.0 圧縮＋曲げ 
支柱 

（外側支柱） 
組合せ 

0.46 1.0 引張＋曲げ 
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参別図-2.1 サプレッションチェンバ支持脚構造図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参別図-2.2 サプレッションチェンバ支持脚の耐震性評価の概要 

評価に用いた床応答スペクトル（水平） 
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評価に用いた床応答スペクトル（鉛直） 

設置レベルの震度を入力した
静的解析による荷重と、床応答
スペクトルを入力した動的解
析（スペクトルモーダル解析）
による荷重を比較し、大きい方
の荷重を評価に用いている。 


